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論文内容の要旨
生熊長幸氏の博士号請求論文・執行妨害と短期賃貸借(有斐閣、 2000年11月)は、金融環境の悪化のも
と、執行妨害の目的で悪用されることから、その存廃が判例・学説・実務上活発に論じられている短期賃
借権保護制度(民法395条)をめぐる総合的研究である。とりわけ実務上強く主張されている短期賃借権保
護制度全面廃止論に対して、その前提たる事実認識を批判し、正常型短期賃借権の保護という同条の趣旨
を町.持するとともに、極用型短期賃借権等を排除するために実効性ある解釈論の催立をめざして、判秒1 • 
学説・立法の動きに対して綿密な検討を加えた成果がまとめられている。
第1章、第2章においては、建物については、現実の占有・使用を伴う正常型短期賃借権が一定の数存
在し、かっその保護の必要件ーがあることを実態調査等を根拠として示し、抵当不動産の効率的利用という
観点よりも、賃借入の保護という観点から、止常型短期賃借権の保護を出発点とすべきことを主張する。
第3章においては、正常型短期賃借権の保護を出発点とした上で、 j監用型短期賃借権等iこ対する妨害排
除の根拠を検討する。まず金融実務において広く利用されていた「併同型賃借権」の問題点を検討し、そ
れが濫用型短期賃借権等の排除のためには過剰な手段であり、かっその弊を避けるためにはその根拠が不
明確であることをボし、抵当権自体に基づく妨害排除という構成によらなければならないことを明らかに
する。
第4章ないし第8章においては、抵当権自体に基づく妨害排除を否定する干成3年最高裁判決の四由を
批判した後、売却のための保全処分および不動産引渡命令の制度につき、改正tlijの条文とそれに基づく多
くの裁判例を、保全処分の要件たる f価格減少行為」を中心として分析するのこの分析により、平成3年
判決は保全実務における妨害排除の実を得る努力を通じて乗り越えられ、それがと~成 8 年の民事執行法改
正によって法改正に結実したことを不し、さらに妨害排除=明渡請求に閲する実体法上の構造論について
詳細に論じている。そしてこれらの動向を受けて抵当権者の妨害排除=明渡請求を認めた平成1年判決を
分析し、派生する解釈論 1:の論点について検討を加え、さらに第9章では、手続の担い手である執行官の
役割と執行官制度のあり方について検討を加えている。
以上、生熊長幸氏の論文は、学lJ例・学説・執行実務が有機的な連関をもって展開し、執行妨害を目的と
する占有者に対する妨害排除請求が認められるまでの過程を活写するとともに、民法395条の制度趣旨を維
持する立場から、なお進行中の解釈論上の諸論点を網羅的に検討するものである。
論文審査の結果の要旨
生熊長孝氏の博士号請求論文・執行妨害と短期賃貸借〈有斐閣、 2000年1月)は、現在、 m保法改革の
焦点となっている短期賃貸借制度の趣旨を明確にし、濫用型短期賃借権の排除をめぐって、判例・学説・
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執行実務・立法ーがそれぞれ有機的な闘連をもって展開してきた経過を丁寧に跡づける。そして、パフソレ経
済とその崩壊を背景として、知ー期賃貸借制度の全面否定論に傾きがちな激しい論争の中で、具体的な現状
把握に基づき、制度趣芦を出発点として堅持しながら綿結な解釈論を提示するものである。
木書は、短期賃貸借制度の是非が問題とされて以後の論争の巾で・示された諸見解とその対立点を制羅的
に検討するものであり、なお進行中の議論の、現在における到達点を示す基本文献として位置づけること
ができる。
本書の特に際立った特徴は、執行手続に関する深い理解をもって、抵当権の実現過程を、実体法の側面
と子続法の側而との統ーのもとに分析している点である。本書においては、詐害的短期賃借権等に基づく
占有の排除について、実体法解釈の限界、執行埋論及び執付実務によるその克服、その成果に基づく立法
と、さらにその実体法解釈への反映のダイナミズムを、実体法と手続法、解釈論とす.法との結ひeっきを明
確に示すことによって的雌に叙述・分析している。 r-続法と実体法の双方を十分に開解し、向ー者の統ーし
た構造の中で具体的な問題を研究することは、その必要性が強く説かれているにもかかわらず、これを実
現している解釈論上の業績は多くない。本書はこの点においても模範的な研究であるということができる。
以仁の理由から、本書はこの問題についての特に抜きんでた業績というべきであり、博との学位を授与
するに十分に{附するという結論に達した。
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